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本事業の概要 

■事業名   
令和 6 年度三陸・常磐地域における⿂種変化に対応した⽔産加⼯品の商品化及び商標権等ブランド化可能性

調査 
 
■実施⽬的 
 東北経済産業局では、2011 年の東⽇本⼤震災により甚⼤な被害を受けた三陸・常磐地域を中⼼とした管内⽔
産加⼯業の復興を推進するため、平成 28 年 3 ⽉に、商⼯団体（東北六県商⼯会議所連合会等）、⾏政（復興
庁、⽔産庁、東北農政局、被災３県等）、⽀援機関（ＪＥＴＲＯ、中⼩機構）を構成メンバーとする「三陸地域
⽔産加⼯業等振興推進協議会」を⽴ち上げ、⽔産加⼯業者の販路拡⼤や海外展開等を⽀援しているところ。震災
から約 13 年が経過し、⽣産体制は整ったものの売上回復が遅れている。 

さらに、地球温暖化による海⽔温の上昇や海流の変化等の影響で、従来、三陸沿岸で⽔揚げされてきた秋⼑⿂、
鮭、スルメイカ等の漁獲量が減り、真いわしやサバ類の⽔揚げが増加したり、ブリ、フグ、太⼑⿂や伊勢エビ等これまで温
かい海域で獲れていた⽔産物が⽔揚げされる等、⿂種が変わってきている。また、ホタテ、ホヤ等の⾙類がへい死等によ
り数年先にわたる収穫量減少が懸念されている。 

このような状況において、⼀定の⿂種に特化した加⼯設備の活⽤を模索し輸⼊材料に依存し採算悪化を招いたり、
新しい⿂種の加⼯⼈材確保に苦慮し社内体制を構築できない等により、⽔産加⼯業者の事業継続が難しくなっている。 

⼀⽅で、⿂種変化に対応し商品化すべく取り組んでいる事例も⾒受けられる。また、商品化後にブランド化し販路拡
⼤をはかっている事業者もある。 

本調査は、⽔産加⼯業者が⿂種変化に対応し商品化・ブランド化等を進めるために解決すべき加⼯設備や⼈⼿確
保、販路開拓等の各種課題と解決⽅法等について整理・分析すること、当該結果を⽔産加⼯業者や⽀援機関等に
広く周知することを⽬的とする。 
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1. 三陸・常磐沖における⿂種・漁獲量の 

変化に関する調査 
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概要 
東⽇本⼤震災以降、直近までの三陸・常磐沖における漁獲量の変化、⿂種の変化について統計情報を通じて調

査を実施。農林⽔産省により公開されている「海⾯漁業⽣産統計調査」における、2003 年から 2022 年までの 20 年
間のデータを⿂種ごとに再集計。東北 3 県（岩⼿県・宮城県・福島県）合計及び各県それぞれの漁獲量・漁獲⾼の
推移を算出。また、各⿂種の 20 年間の推移を算出し単回帰分析を⾏い、その傾向の把握を⾏った。 
 
▶調査対象期間︓2003 年（平成 15 年）〜2022 年（令和 4 年） 
 
▶対象地域︓岩⼿県、宮城県、福島県 
 
▶対象⿂種︓まぐろ類、かじき類、かつお類、さめ類、さけ・ます類、このしろ（未利⽤⿂）、にしん、いわし類、あじ類、  
         さば類、さんま、ひらめ・かれい類、たら類、ほっけ、きちじ、にぎす類、あなご類、たちうお、たい類、さわら 
         類、すずき類、いかなご、ふぐ類、その他⿂類、えび類、かに類、おきあみ類、⾙類、ほたてがい、あわび類 
         いか類、たこ類、うに類、海産ほ乳類（くじら等）、その他の⽔産動物（なまこ類、さんご類）、海藻類 
 
 

統計調査報告書 
※５．資料編に掲載 
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２．全国において⿂種変化に対応して商品

化及び販路開拓、ブランド化等を⾏っている 

事業者の取組状況にかかる 

調査及びヒアリング  
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▶事業概要 
直営４店舗の鮮⿂店を経営する他、市内の飲⾷店や保育施設、⽼⼈ホーム、県内外の道の駅やスーパー、アンテナ
ショップなどへの販売や EC オンラインショップの運営をしている。また、未利⽤⿂のカナガシラや⾚えいを活⽤したカレーの
⽸詰「スパイシーブルー」、⿂のアラを活⽤した「⾦曜⽇の煮凝り」などの新商品を開発。 
 
 
３．⼩野⾷品株式会社（岩⼿県釜⽯市両⽯町 4-24-7） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 23 ⽇（⽊） 
▶参加者 
⼩野⾷品株式会社︓業務部 部⻑ 村上⽒ 
東北経済産業局︓⼆階堂、⽥中 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／⼀般社団法⼈ IKI ZEN︓佐藤（専⾨家） 
▶事業概要 
⾃社の通信販売サイト「三陸おのや」を運営し、サバ、サンマ、サケ類を中⼼に「焼き⿂」や「煮⿂」等和洋様々な商品を
販売。また、「海のごちそう頒布会」という定期発送のサービスを展開している。看板商品は『サバ味噌煮』。 
 
 
４．株式会社布施商店（宮城県⽯巻市⿂町 3-4-13） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 21 ⽇（⽕）  
▶参加者 
株式会社布施商店︓代表取締役 布施⽒ 
東北経済産業局︓⼆階堂、⽥中 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／⼀般社団法⼈ IKI ZEN︓佐藤（専⾨家） 
▶事業概要 
タチウオやスズキを中⼼に「⽣⾷⽤の冷凍フィレ」や「寿司ネタ⽤のスライス」などの商品を BtoB 向けに販売。近年の⿂
種・漁獲量の変化に伴い⿂種にとらわれない加⼯技術を売りにした経営体制を模索。現在は統計情報をもとに⿂種の
変化に予測をつけ、先を⾒通した経営に挑戦している。 
 
 
５．⼭徳平塚⽔産株式会社（宮城県⽯巻市⿂町 2-8-9） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 28 ⽇（⽕） 
▶参加者 
株式会社布施商店︓代表取締役社⻑ 平塚⽒ 
東北経済産業局︓⼆階堂、⽥中 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／⼀般社団法⼈ IKI ZEN︓齋藤（専⾨家） 
▶事業概要 
サバ、サンマ、イワシを中⼼に、レトルト処理をした煮⿂の製造販売を⼿掛けている。サンマの不漁をきっかけに、既存の
加⼯技術を⽣かしてイワシ、カツオ、チダイなどの商品開発に取り組む。そのひとつに「⽯巻鯛茶漬け」がある。 
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６．株式会社淡路観光公社（兵庫県淡路市岩屋 1873 番地の１） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 20 ⽇（⽉） 
▶参加者 
株式会社淡路観光公社︓管理部 部⻑ 倉本⽒ 
東北経済産業局︓⼆階堂、⽥中 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／⼀般社団法⼈ IKI ZEN︓齋藤（専⾨家） 
▶事業概要 
シラス等を活⽤した⽔産加⼯品事業、道の駅事業、農産物販売事業。淡路島にて地域密着型の道の駅の運営を⾏
っている。その⼀環で⽔産加⼯品の製造や農産物の販売などを⼿掛けており、未利⽤⿂を活⽤した「漁師デリ」という商
品の開発を⾏った。 
 
 
７．株式会社プロ・スパー（愛知県蒲郡市形原町北双太⼭ 114-3） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 11 ⽇（⼟）  
▶参加者 
株式会社プロ・スパー︓代表取締役 鈴⽊⽒  
東北経済産業局︓⼆階堂、⼩林 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／⼀般社団法⼈ IKI ZEN︓齋藤（専⾨家） 
▶事業概要 
メイン事業は、オリジナル冷凍⾷品の卸売事業、コンサルタント事業。全国の未利⽤⿂を活⽤したオリジナルの冷凍⾷
品の開発、経営指導等のコンサルタントを実施。 
 
 
８．株式会社ベンナーズ（福岡県福岡市東区⾹椎浜ふ頭 2-3-1 5F） 
▶実施⽇︓2025 年 1 ⽉ 8 ⽇（⽔）（オンライン） 
▶参加者 
株式会社ベンナーズ︓広報 江原⽒、SCM 部 部⻑ 円城寺⽒ 
東北経済産業局︓⽥中、⼩林 
株式会社ユーメディア︓千葉、⼟井 ／株式会社コミューナ︓笠間（専⾨家） 
▶事業概要 
メイン商品は、お⿂ごはん「フィシュル︕」。全国各地で⽔揚げされた天然⿂・未利⽤⿂を活⽤したお⿂のミールパックを、
定期的に契約先に届けるサブスクリプションサービス。2021 年よりサービスを開始し、現在の累計会員数は５万⼈ほ
ど。 
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３．調査及びヒアリング等を踏まえた⿂種変化に

対応した商品化及びブランド化等に係る取組の 

分析及び提案等のとりまとめ 
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概要 

「前項２．全国において⿂種変化に対応して商品化及び販路開拓、ブランド化等を⾏っている事業者の取組状況
にかかる調査及びヒアリング」をもとに、各企業のおける⿂種変化に対応した商品化・ブランド化にかかる課題等を整理・
分析するとともに、必要な⽅策や専⾨家による分析・まとめ等を広報⽤⼩冊⼦としてとりまとめた。 

なお、専⾨家は、復興 EC 販路マッチング⽀援事業⽀援専⾨家及び復興⽔産販路回復アドバイザーとし、各企業
の取組に対する分析や提案等をいただいている。 

広報⽤⼩冊⼦（事例集）の作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



公表用 

11 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．セミナーの開催・運営 
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開催概要 
「⿂⾷変化対応へのヒント オンラインセミナー」と題してセミナーを開催し、三陸・常磐沖における⿂種・漁獲量の変化

に関する統計調査及び取組事例ヒアリング結果の報告を⾏うとともに、⿂種変化に対応した商品化・販路開拓・ブラン
ド化等について既に取り組んでいる事業者等によるパネルディスカッションを実施。また、商標登録を含めたブランド化にか
かる普及啓発として特許庁より講演いただいた。 
 
▶開催⽇時 令和 7 年 3 ⽉７⽇（⾦）14:00〜16:30  
 
▶会場 オンライン配信(Cisco Webex meetings) 
      株式会社ユーメディア営業センター ８F 

〒985-8545 仙台市若林区⼟樋 103 番地 
 
▶参加者 87 名（事前申込数 91 名）  
      （事業者 20 名、⽀援機関 29 名、⾏政機関 18 名、その他 20 名） 
 
▶次第内容 
１ 開会  東北経済産業局 産業部 部⻑ 齋藤芳徳 
 
２ 本事業調査報告及び⿂種変化に対応している取組事例の紹介  株式会社コミューナ 取締役 笠間建⽒ 
 
〜〜〜 休憩 〜〜〜 
 
３ パネルディスカッション「⿂種変化等の事業課題への対応について」 
・ファシリテーター  株式会社コミューナ 取締役 笠間建⽒ 
・パネラー    ⼭徳平塚⽔産株式会社 代表取締役社⻑ 平塚隆⼀郎⽒ 

株式会社布施商店 代表取締役 布施太⼀⽒ 
株式会社パイロットフィッシュ 代表取締役 五⽇市知⾹⽒ 
 

４ 講演「地域ブランドを守る・育てる、知的財産権」  特許庁 審査業務部 審査業務企画官 藤村浩⼆⽒ 
 
５ 閉会  東北経済産業局 産業部 東⽇本⼤震災復興推進室 室⻑ 安藤智広 
 
▶当⽇配布資料 
・【講演資料】本事業調査報告及び⿂種変化に対応している取組事例の紹介 
・【講演資料】地域ブランドを守る・育てる知的財産権（配布版） 
・webex ⼊室⽅法 
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■開催の様⼦ 
 
 
 
 
 
 
▲開会挨拶 齋藤部⻑                  ▲事業調査報告 笠間⽒ 
 
 
 
 
 
 
 
▲パネルディスカッション                 ▲知的財産権に係る講演 藤村⽒ 
左から順に、笠間⽒、平塚⽒、布施⽒、五⽇市⽒   
 
 
 
 
 
 
 
▲閉会挨拶 安藤室⻑ 
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制作物 
   チラシ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務局運営 
参加者関係 

 ⽇程調整、管理  
問い合わせ対応 
 

講師関係 
      講演依頼 
      講演資料受付 
      謝⾦精算 

   オンライン配信 
会場⼿配 

     運営マニュアル策定 
講演資料投影⽤パソコン設置 
司会 
オンライン配信業務 
事務局会場運営管理（通信環境、進⾏管理） 
記録（写真撮影、映像録画） 
議事録作成 別添 
（当⽇の運営に４名配置） 
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５．資料編 
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三陸・常磐沖における⿂種・漁獲量の変化に関する統計調査報告資料 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

17 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

18 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

19 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

20 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

21 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

22 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

23 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

24 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



公表用 

25 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




